
貸 借 対 照 表 

（平成 26 年 3 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

流 動 資 産 4,219,163 流 動 負 債 2,614,882 

 現 金 ・ 預 金 2,374,297 トレーディング商品 178,598 

 預 託 金 346,100   商 品 有 価 証 券 等 178,598 

トレーディング商品 613,517   デリバティブ取引 － 

   商 品 有 価 証 券 等 613,517  約 定 見 返 勘 定  － 

 約 定 見 返 勘 定 125,236  信 用 取 引 負 債 462,815 

  募 集 等 払 込 金 －   信 用 取 引 借 入 金 462,815 

 信 用 取 引 資 産 462,815   信用取引貸証券受入金 － 

  信 用 取 引 貸 付 金 462,815  預 り 金 1,637,182 

  信用取引借証券担保金 －  受 入 保 証 金 68,360 

 立 替 金 123  未 払 金 19,108 

 短 期 差 入 保 証 金 235,920  未 払 費 用 112,094 

 短 期 貸 付 金 －  未 払 法 人 税 等 75,722 

 前 払 金 －  賞 与 引 当 金 41,000 

 前 払 費 用 9,144  1 年以内償還予定社債 20,000 

 未 収 入 金 5,666    

 未 収 収 益 43,588 固 定 負 債 792,200 

  そ の 他 流 動 資 産  2,753 社 債 500,000 

  退 職 給 付 引 当 金 273,410 

固 定 資 産 303,364  長 期 受 入 保 証 金 5,932 

有  形  固  定  資  産 44,098  資 産 除 去 債 務 10,014 

建         物 34,257  繰 延 税 金 負 債 2,843 

器 具 ・ 備 品 9,840 特別法上の準備金 5,633 

無 形 固 定 資 産 13,657  金融商品取引責任準備金 5,633 

  ソ フ ト ウ ェ ア 13,406 負債合計 3,412,716 

商 標 権 251 純資産の部 

投 資 その 他の 資産 245,608 株 主 資 本 1,109,811 

    投 資 有 価 証 券 68   資 本 金 2,950,000 

    関 係 会 社 株 式 181,563   資 本 剰 余 金 115,791 

  出 資 金 2,412    資  本  準  備  金 100,000 

  関 係 会 社 出 資 金 1,419 その他資本剰余金 15,791 

  長 期 貸 付 金 2,500  利 益 剰 余 金 △1,955,979 

  社 内 長 期 貸 付 金 11,650 繰越利益剰余金 △1,955,979 

    長 期 差 入 保 証 金 41,910   

    そ の 他 4,085   

    

  純資産合計 1,109,811 

資産合計 4,522,528 負債・純資産合計 4,522,528 
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損 益 計 算 書 

 

（単位：千円） 

科  目 金  額 

営 業 収 益  2,475,529 

受 入 手 数 料 963,700  

トレーディング損益 1,477,593  

金 融 収 益 34,235  

金 融 費 用  38,432 

純 営 業 収 益  2,437,097 

販売費・一般管理費  1,936,303 

取 引 関 係 費 318,110  

人 件 費 1,344,601  

不 動 産 関 係 費 94,681  

事 務 費 79,860  

減 価 償 却 費 12,904  

租 税 公 課 17,105  

その他の販売費・一般管理費 69,039  

営 業 利 益  500,793 

営 業 外 収 益  4,443 

雑 益 4,443  

営 業 外 費 用  587 

雑 損 587  

経 常 利 益  504,649 

特 別 利 益  24,342 

投資有価証券売却益 23,578  

    そ の 他  764  

特 別 損 失  60,726 

訴  訟  費  用 46,014  

事 務 所 移 転 損 失 2,067  

固 定 資 産 除 却 損 10,900  

投 資 有価 証券 売却 損 1,068  

そ の 他 675  

税 引 前当 期純 利益  468,265 

法人税、住民税及び事業税  66,295 

法人税等調整額  2,843 

当 期 純 利 益  399,126 

自 平成25年 4月 1日 

至 平成26年 3月 31日 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 
資本 

準備金 

その他

資本剰

余金 

資本剰余

金合計 

その他利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

平成25年4月1

日残高 
2,950,000 100,000 15,791 115,791 △2,355,106 △2,355,106 710,684 

事業年度中の

変動額 
         

新株の発行 － － － － － － － 

当期純利益 － － － － 399,126 399,126 399,126 

株主資本以外

の項目の事業

年度中の変動

額（純額） 

－ － － － － － － 

事業年度中の

変動額合計 
－ － － － 399,126 399,126 399,126 

平成 26 年 3 月

31 日残高 
2,950,000 100,000 15,791 115,791 △1,955,979 △1,955,979 1,109,811 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算差額 

等合計 

平成 25 年 4 月 1 日残高 
－ － 710,684 

事業年度中の変動額    

新株の発行 － － － 

当期純利益 
－ － 399,126 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
－ － － 

事業年度中の変動額合計 
－ － 399,126 

平成 26 年 3 月 31 日残高 
－ － 1,109,811 

自 平成25年 4月 1日 

至 平成26年 3月 31日 
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個 別 注 記 表 

 

当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成 18年法務省令第 13号）の規定に基づき、「金融商品取引

業等に関する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52 号）、及び「有価証券関連業経理の統一に関する規

則」（昭和 49年 11月 14日日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券及びデリバティブ取引）等の評価基準

及び評価方法 

      トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等については、時価法を採用して

おります。 

 

２．トレーディング関連以外の有価証券等の評価基準および評価方法 

（1）子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法を採用しております。 

（2）その他の有価証券 

 ⅰ）時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

  ⅱ）時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、建物 8年～50年、器具備品4年～20年

であります。 

 （2）無形固定資産 

定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利 

用可能期間（5年以内）に基づく定額法によっております。 

 

４．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債 

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとして

おります。 

（2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支払いに備えるため、支払見込額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付の自己都合要支給額に基づ

き計上しております。 
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５．金融商品取引責任準備金 

   証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の 5 に基づき、「金融商品取引業等

に関する内閣府令」第 175条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

 

６．消費税等の会計処理方法 

   税抜方式によっております。 

 

７．外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益処理して

おります。 

 

 

【貸借対照表に関する注記】 

                       

１．有形固定資産の減価償却累計額       31,779 千円  

 

２．差入有価証券等 

（１） 差入れている有価証券等の時価額 

信用取引借入金の本担保証券 424,342千円 

差入保証金代用有価証券 334,111千円 

 

（２） 差入れを受けている有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 424,342千円 

受入保証金代用有価証券 410,127千円 

 

３．偶発債務 

主な偶発債務の内容は以下のとおりであります。 

（訴訟関連） 

当社に対して、顧客より証券事故に関する 3 件の訴訟が提起されており、係属中であります。こ

れらの係争にかかる損害賠償請求額の合計は 238,606 千円であります。 

 

 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  関係会社に対する金銭債権        9,296 千円 

 

５．取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務 

  金銭債務               420,000 千円 

 

 

【損益計算書に関する注記】 

１.関係会社との取引高 

営 業 取 引 高  

営 業 収 益 484,475 千円 

販売費及び一般管理費 23,769 千円 

営業取引以外の取引高  

営 業 外 収 益 4,325 千円 
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【株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末 

普通株式 139,668 株 ― ― 139,668 株 

 

２．新株予約権に関する事項 

発行日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数 

平成 17 年 3 月 25 日 普通株式 3,950 株 

平成 18 年 3 月 31 日 普通株式 4,550 株 

平成 20 年 3 月 10 日 普通株式 4,220 株 

平成 21 年 3 月 10 日 普通株式 3,250 株 

合      計 15,970 株 

   

 

【税効果会計に関する注記】 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金及び投資有価証券評価損ですが、全額、評価性引当

額を計上しております。 

 繰延税金負債の発生原因は、資産除去債務に対応する除去費用の資産計上によるものであります。 

 

【資産除去債務に関する注記】 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

１.当該資産除去債務の概要 

   本店事務所及び各支店の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

２.当該資産除去債務の金額の算定方法 

   使用見込期間を取得から 15 年と見積り、割引率は 0.902～1.818％を使用して資産除去債務の

金額を計算しております。 

 

３.当期における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 8,317 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 2,316 千円 

時の経過による調整額 101 千円 

資産除去債務の履行による減少額 720 千円 

期末残高 10,014 千円 

 

【リース取引により使用する固定資産に関する注記】 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・

リース契約により使用しております。 

 

【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

 当社は、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い、及びその他の有価証券関連業等の金融商品取引業を行っております。 
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これらの事業を行うため、当社では主に自己資金によるほか、必要な資金調達については金融機関

からの借入れ及び社債の発行によっております。 

資金運用については短期的な預金等のほか、顧客の資金運用やリスクヘッジなどのニーズに対応す

るための顧客との取引、及び自己の計算に基づき会社の利益を確保するためのトレーディング業務等

を行っております。 

 デリバティブ取引については、主として顧客の資金運用に対応するためのリスクヘッジや、トレー

ディング業務におけるリスクヘッジ目的で利用しております。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する金融商品は、主に事業資金に充てるための現金・預金、法令に基づき外部金融機関

に信託する顧客分別金信託であり、預金や顧客分別金信託は預入先の信用リスクに晒されていますが、

取引相手先はいずれも信用度の高い銀行であるため、相手方の債務不履行による信用リスクはほとん

どないと判断しております。 

信用取引貸付金は顧客の運用ニーズに対応するための短期貸付金であり、顧客の信用リスクに晒さ

れています。 

 また、自己の計算に基づき保有する商品有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券等であり、 

商品有価証券については顧客の資金運用やリスクヘッジなどのさまざまなニーズに対応するための顧

客との取引、及び自己の計算に基づき会社の利益を確保するための取引等のトレーディング業務のた

めに保有し、投資有価証券については事業推進目的等で保有しているものがあります。これらは、そ

れぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク、及び市場価格の変動リスクに晒されています。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当社の信用リスクの管理については、リスク管理規程に則り行っており、特定の業種・企業・グルー

プ等への与信集中を排除し、リスク分散と適度なリターンの確保に努めております。また、個別与信

先の信用力、事業内容及び成長性等を総合的に斟酌した与信管理を徹底しております。具体的には、

信用取引に関する与信管理を営業総務部、コンプライアンス部で日々行っているほか、総合企画部で

も取引先等の信用リスクに関して、必要に応じて経営陣に報告するなどして管理しております。 

 

② 市場リスクの管理 

当社の市場リスクの管理については、リスク管理規程に則り行っており、株価、金利、外国為替相

場等の変動を適切に認識し、リスクのコントロールと収益の安定的な確保に努めております。主とし

て顧客との取引から発生するトレーディング業務に関する有価証券については、リスク管理方針等に

則した社内規程に基づき、取引を行う部門毎及び商品毎に許容可能なリスク量（ポジション枠）を予

め定めるとともに、ロスカット基準などを設けたうえで、運用環境、当社財務状況等を勘案し、運用

枠等の見直しを図っております。 

 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての捕捉説明 

金融商品の時価には市場価額に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前

提条件によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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２.金融商品の時価等に関する事項 

 平成 26年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

 なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（注 2） 

（単位：千円） 

 

貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金・預金 

(2) 預託金 

(3) 商品有価証券 

(4)  約定見返勘定 

(5) 募集等払込金 

(6) 信用取引資産 

(7) 立替金 

(8) 短期差入保証金 

(9) 短期貸付金 

(10) 未収入金 

(11) 長期貸付金 

2,374,297 

346,100 

613,517 

125,236 

－ 

462,815 

123 

235,920 

－ 

5,666 

2,500 

2,374,297 

346,100 

613,517 

125,236 

－ 

462,815 

123 

235,920 

－ 

5,666 

2,498 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

△1 

(12) 長期差入保証金 41,910 38,490 △3,419 

資産合計 4,208,087 4,204,665 △3,421 

(1) 商品有価証券 

(2) 信用取引負債 

(3) 預り金 

(4) 受入保証金 

(5) 未払金 

(6) 未払法人税等 

178,598 

462,815 

1,637,182 

68,360 

    19,108 

75,722 

178,598 

462,815 

1,637,182 

68,360 

19,108 

75,722 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

(7)  社債（1年以内償還予定含む） 520,000 543,389 23,389 

(8) 長期受入保証金 5,932 3,655 △2,277 

負債合計 2,967,720 2,988,832 21,112 

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 （１）（3）商品有価証券（資産）及び（1）商品有価証券（負債） 

  これらの時価は公表されている市場価格により、また時価の公表されていないものは社内「時価

算定基準」により適正な時価を算出しております。 

 （２）(11) 長期貸付金及び(12)長期差入保証金 

  これらの時価は、その将来のキャッシュフローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価

値により算出しております。 

 （３）(7) 社債 

  当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した

利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 （４）(8) 長期受入保証金 

  長期受入保証金の時価については、その将来のキャッシュフローを信用リスクを加味した利率で

割り引いた現在価値により算出しております。 

（５）上記以外 

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格に近似していることから、当該帳簿価格によ

っております。 
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められるため、開示していない金融商品は次のとおり

であります。 

(単位：千円) 

区  分 貸借対照表計上額 

① 非上場株式 68 

② 関係会社株式 181,563 

③ 出資金 2,412 

④ 関係会社出資金 1,419 

⑤ 社内長期貸付金 11,650 
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【関連当事者との取引に関する注記】 

 

1．子会社及び関連会社等                                       

                           （単位：千円）  

属 

性 

氏名又は名称 

議決権の所有 

（被所有）の割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高 

子

会

社 

キャピタル  

アセットマネ

ジメント株式

会社 

所有 

直接 76.7％ 

当社が販売

する投資信

託の委託会

社 

 

 

信託報酬 

 

271,848 

 

 

未収収益 

 

 

9,296 

 

業務委託報酬  212,626 

Capital 

Partners 

Vietnam 

Consulting 

Company 

Limited 

所有 

直接 90.0％ 

役務の 

受入 

業務委託費 10,525 - - 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（１）信託報酬については市場実勢等を勘案して決定しております。 

（２）業務委託報酬及び業務委託費については提供する役務内容に基づき、交渉のうえ価格等を決定

しております。 
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２.役員及び個人主要株主等                              （単位：千円） 

属 

性 

氏名又は名称 

議決権の所有 

（被所有）の割

合 

関連当事

者との関

係 

取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高 

役

員

及

び

主

要

株

主 

筒井 豊春 

被所有 

直接 23.9％ 

役員 

劣後債の引受 － 社債 420,000 

社債利息 19,000 － － 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（１）社債利息については、社債発行時において市場金利等を勘案して決定しております。 

 

 

【1株当たり情報に関する注記】 

1 株当たり純資産額  7,946 円 06銭 

1 株当たり当期純利益  2,857 円 68銭 

 

（注）1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

該当事項はありません。 

 

当 期 純 利 益 金 額 399,126 千円 

普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額 ― 千円 

普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益 金 額 399,126 千円 

普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数 139,668 株 


